
平成17年度末までに中期目標期間が終了する独立行政法人の見直しについて 

 

平成 16 年 12 月 24 日 

行政改革推進本部決定 

 

平成 17 年度末までに中期目標期間が終了する独立行政法人のうち、独立行政法人国立公文

書館等32 の独立行政法人については、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」(平

成16年6月4日閣議決定)を踏まえ、本年中に組織・業務全般の見直しについての結論を得る

こととしたところである。 

これらの法人について主務大臣から示された別添１の見直し案については、政策評価・独立

行政法人評価委員会から、当本部の求めに応じ別添２の意見が提出されている。 

当本部は、主務大臣及び当該独立行政法人が、前記委員会の勧告の方向性及び意見の趣旨に

沿って見直しの具体化を進めるとともに、平成15年8月1日の内閣総理大臣の閣議発言及び前

記委員会の意見を十分踏まえ、新たな中期目標期間に係る中期目標・中期計画等が厳しくかつ

具体的なものとなるよう積極的に取り組むことを条件として、これらの見直し案を了解する。 

当本部は、当該法人の見直しの具体化に当たって、前記の趣旨の徹底が図られるよう、主務

大臣、当該独立行政法人及び総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会から必要に応じ説明

を求め、所要の措置を要請することとする。 



（別添１） 

 

独立行政法人国立公文書館等 32 の独立行政法人の組織・業務全般 

についての主務大臣の見直し案 
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平成１６年１２月２０日 

内 閣 府 

 

独立行政法人国立公文書館の組織・業務に係る見直し案 

 

 独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）は、国の機関か

ら移管を受けた歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用を図るこ

とを目的としており、新たな中期目標等の策定等に当たっては、当該目的を十

全に果たし、業務の一層効果的・効率的な推進を図る観点から、以下の方向で

見直しを行うこととしたい。 

 

１ 公文書等の管理・保存・利用関係業務の改善 

（１）業務の質の向上に向けての措置 

国立公文書館は、後世に残すべき価値のある文書を確実に評価・選別し、

管理・保存・利用を行うため、その機能を十分発揮して取り組むことが必

要であり、具体的には、次のような措置を採るものとする。 

① 政府の移管基準の実効性の確保に資するべく、公文書等の移管につい
て内閣総理大臣に対して述べる意見の充実を図るため、予め各府省庁

が保有する公文書等を把握し、専門的知見を活かして精査を行うなど、

その具体的な運用、手続に関する改善方策の検討を平成１７年度より

行い、その結果を同年度の移管から順次業務に反映させ、積極的に公

文書等の把握・精査を行っていくこと。また、その結果を踏まえ、移

管基準（手続を含む。）の改善に資する調査研究を行って、その結果を

内閣総理大臣に報告することにより、順次政府の移管基準の改善に反

映させていくこと。 

② 移管後の情報の公開を広く信頼が得られる形で行うため、移管された
公文書等の公開に関し、個人情報保護や移管元の各府省庁の意見の勘

案等の観点を踏まえ、合理的な手続及び公開基準のあり方についての

検討を平成１７年度より行い、平成１８年度を目途に結論を得ること。 

③ 電子媒体の公文書等の効率的な管理・保存に向け、最適な保存媒体と
管理方策等についての検討を平成１７年度より行い、平成１８年度を

目途に結論を得ること。 

④ インターネット等を通じて広く公文書等の利用提供を可能とするため、
平成１７年度よりデジタルアーカイブシステムの運用を開始するとと

もに、計画的に所蔵資料のデジタル化を推進すること。 

⑤ 公文書館制度の趣旨の徹底、歴史公文書等の評価・選別等を行う知識
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の普及を図るため、国の文書管理担当者等を対象とする研修の充実方

策、国及び地方公共団体等の保存利用機関の職員に対する研修の充実

など専門職員（アーキビスト）養成の強化方策を検討し、その結果を

平成１８年度より業務に反映させること。 

 （２）業務の効率化に向けての措置 

中期目標等において、一般管理費及び事業費を通じた経費について、

前回中期目標期間を上回る削減目標を設定し、業務全般の効率化を進め

るとともに、目録のデータ入力業務、システムの保守、設備の維持管理

などの外部委託、賃貸、保守・修繕に係る経費については、平成１７年

度より、業務の電子化の推進、一般競争入札の拡大などにより、一層の

効率化を図るものとする。 

また、中期目標等において、国の職員等に対する研修実施業務、貸出

し文書の審査期限などにについて、新たに定量的、具体的目標の設定を

行い、業務の達成度合いを年度毎に客観的かつ適切に評価し、その結果

を業務等へ的確に反映させるものとする（別紙参照）。 

 

 ２ アジア歴史資料センター関係業務の改善 

   アジア歴史資料センターの業務については、我が国とアジア近隣諸国等

との間の歴史に関し、国が保管する資料について国民一般及び関係諸国民

の利用を容易にし、併せて、これら諸国との相互理解の促進に資すること

を目的とするものであり、引き続き業務の効率化に努めつつ、利用者の声

やニーズをよりよく反映したデータベースの構築及び情報の提供を進めて

いくものとする。 

    

 ３ 機能の充実強化 

   公文書等の適切な管理、保存及び利用を行うため、内閣官房長官に提出

された「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」報告書（平

成１６年６月２８日）等を踏まえ、国立公文書館の機能の充実強化に向け

た取組を進める中で、業務の一層の効率化を図りつつ、必要な体制整備を

図ることについても検討するものとする。 
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（別紙） 
 
次期中期目標等における定量的目標の設定について（素案） 

 
１ 劣化が進行している歴史公文書等のうち、歴史資料としての重要度又は利

用頻度の高いものから、保存のための適切な措置を計画的に行う。 
 ⅰ）劣化が進行している歴史公文書等のうち、閲覧に供し得ない等緊急性の

あるものについて、歴史資料としての重要度等を考慮して修復計画を立て、

計画的に修復を実施する。 
   具体的目標は、年度計画に盛り込み計画的に行う。 
 ⅱ）劣化が進行している歴史公文書等について、その劣化要因に応じて、伝

統的な技術に加え、科学的な保存技術等も取り入れて修復を実施する。 
   
２ 館及び国、地方公共団体の職員を対象として、歴史公文書等保存及び利用

に関し、体系的な研修を実施する。  
  研修は、館及び国、地方公共団体の公文書等に勤務する職員を対象とした

初任者研修、専門職員養成研修、特定のテーマを研究する研修及び国の文書

主管課等に勤務する職員を対象とした研修等について、対象、目的別にコー

スを設定し、年間の延べ研修日数は３０日程度（約１ヶ月間）、延べ受講者は、

１００名程度とする。 
 
３ 貸出し文書の審査期限の目標設定 
  館は、所蔵する歴史公文書等について、広く国民の理解を深める一環とし

て、他の機関からの学術研究、社会教育等の公共的目的を持つ行事等に出展

するための貸出し申込みに対し条件を付しての、貸出しを行っている。 
  貸し出しに当たっては、重要文化財に指定されている歴史公文書等につい

ては、原則複製物によるとするなど歴史資料として重要な公文書等を取り扱

う重要性・希少性を考慮する必要があるが、事前の審査等に要する時間につ

いては、貸出し案件及び貸出しの時期等により区々であるが、貸出し機関か

らの申請書類整備後から貸出しまでの審査期間を 30日以内とする。 
 
４ 要審査文書（公開されている歴史公文書等のうち、一部に非公開情報が含

まれている簿冊）の閲覧請求があった場合は、審査（非公開情報が存在する

部分を特定）した上で、その部分に袋がけ、墨けしの措置を講ずるなどして、

閲覧に供する。  
  要審査文書の閲覧請求があった場合の審査期限の目標の設定については、 
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① 閲覧請求のあった日から 30日以内に審査し、閲覧に供する 
② 前項にかかわらず、事務処理上の困難その他正当な理由により審査す
ることができないときは、30 日を限度として延長し、審査できない理
由及び期間を閲覧申込者に連絡する 

③ 閲覧請求の公文書等が著しく大量である場合は 60日以内に審査する 
④ 著しく大量であるため、60 日以内にそのすべてを審査することにより
事務の遂行に著しい支障が生じる場合には、相当に期間内に審査し、

この場合も審査できない理由及び期間を閲覧者に連絡する    
 
５ その他の事項についても、次期中期目標策定までの間に、定量的目標の設

定について引き続き検討する。 



政 委 第 ３ ３ 号 

平成16年12月21日 

 

行政改革推進本部長 

内閣総理大臣 小 泉  純一郎 殿 

 

政策評価・独立行政法人評価委員会 

委 員 長  村 松  岐 夫 

 

「平成 17 年度末までに中期目標期間が終了する独立行政法人の

見直し案に対し意見を求めることについて」に対する意見 

 

平成16 年 12 月 21 日付け閣副第243 号をもって意見を求められた件につ

いて、下記のとおり意見を申し述べる。 

 

記 

 

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」（平成16年６月４日閣

議決定）を踏まえ、本年中に見直しの結論を得ることとされた32の独立行政

法人について、平成16年12月21日付け閣副第243号により当委員会に示さ

れた主務大臣の見直し案については、いずれも「独立行政法人の主要な事務

及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」（平成16年12月10日付け

政委第28号政策評価・独立行政法人評価委員会委員長通知。以下「勧告の方

向性」という。）におおむね沿っているものと考える。 

今後、見直しの具体化に向け、法制上の措置を講ずる場合や新中期目標及

び新中期計画の策定等に当たっても、勧告の方向性の趣旨を最大限いかして

いただくとともに、特殊法人等から移行した独立行政法人と同程度に厳しく

具体的な中期目標及び中期計画としていただくことを要請する。 

なお、当委員会としては、各主務大臣、各独立行政法人及び各府省独立行

政法人評価委員会における今後の取組を注視し、必要な場合には、中期目標

期間終了時に独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）に基づく勧告を

行うとともに、政府の行政改革推進本部に報告を行うこととする。 

（別添２）



(参 考) 

閣 副 第 ２ ４ ３ 号 

平成16年12月21日 

政策評価・独立行政法人評価委員会 

委員長 村松 岐夫 殿 

 

行政改革推進本部長 

内閣総理大臣 小泉 純一郎    

 

平成17年度末までに中期目標期間が終了する独立行 

政法人の見直し案に対し意見を求めることについて 

 

平成 17 年度末までに中期目標期間が終了する独立行政法人のうち、

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」（平成16年6月4

日閣議決定）を踏まえ本年中に結論を得ることとする独立行政法人国

立公文書館等 32 の独立行政法人について主務大臣から示された別添

の組織・業務全般の見直し案に対して、「中期目標期間終了時におけ

る独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて」（平成15年８月

１日閣議決定）に基づき、意見を求める。 

 



報道資料                   

平成 16 年 12 月 24 日 

総 務 省 

 

「平成 17 年度末までに中期目標期間が終了する独立行政法人 

の見直しについて」の行政改革推進本部決定 

 

○ 独立行政法人については、３年から５年の中期目標期間が終了する時点において、

各主務大臣が組織・業務全般の見直しを行う仕組みをとっています。 

○ 中央省庁等改革の際に設立された独立行政法人のうち 56 の法人については平成 17

年度末までに中期目標期間(これらの法人についての初めての中期目標期間)が終了

することから、本年 6 月の｢骨太方針 2004｣により、このうちの 32 法人について、本

年中に見直しの結論を得ることとして、これまで「独立行政法人に関する有識者会

議」及び「総務省政策評価・独立行政法人評価委員会」等の議論を経て、見直しの

検討を進めてきました。 

○ この過程で、「独立行政法人に関する有識者会議」が各省ヒアリングの結果を踏ま

えた「指摘事項」(10 月 27 日)を小泉内閣総理大臣に報告するとともに、総務省政策

評価独立行政法人評価委員会が「平成 17 年度末までに中期目標期間が終了する独立

行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」を各主務大

臣に指摘(12 月 10 日)したところです。 

○ このような経緯を経て、このたび、各主務大臣が取りまとめた見直し案について、

本日開催された政府行政改革推進本部で了解の上、32 法人の見直し内容が決定され

ました。 

○ 見直しの内容は、対象となる 32 法人について、廃止・統合により 22 法人に再編

するとともに、研究開発・教育関係法人について役職員の身分を非公務員化(新たに

約 8,300 人の職員の身分が新たに非公務員化)する一方、事務・事業の廃止、重点化、

民間移管等を推進することとしております。(詳細別紙) 

 

＜本件連絡先＞ 

総務省行政管理局独立行政法人総括担当（03-5253-5312(直通）) 

管理官       藤城  眞（03-5253-5111(内線 5310)） 

副管理官      箕浦 龍一（03-5253-5111(内線 2218)) 

総務省行政評価局独立行政法人担当（03-5253-5444、03-5253-5458(直通)）

評価監視官     若生 俊彦（03-5253-5111(内線 9128)） 

評価監視官     山下 哲夫（03-5253-5111(内線 9089)) 

総括評価監視調査官 平池 栄一（03-5253-5111(内線 2415)) 

 

 



    

 (別紙) 

独立行政法人の中期目標期間終了時の見直し（概要） 

 

１ 再編・統廃合 

 

 ○ 今回見直し対象の 32 法人を 22 法人に再編・統廃合（▲10 法人）。 

 

【廃止】 

○ 消防研究所（廃止して消防庁に統合・吸収、移行要員は５割メド 

の削減） 

○ 農業者大学校 

 

【統合】 

○ 国立青年の家と国立少年自然の家と国立オリンピック記念青少年

総合センター 

○ 産業安全研究所と産業医学総合研究所 

○ 農業・生物系特定産業技術研究機構と農業工学研究所と食品総合

研究所 

○ 水産総合研究センターとさけ・ます資源管理センター 

○ 土木研究所と北海道開発土木研究所 

○ 海技大学校と海員学校 

 

２ 非公務員化 

 

○ 研究開発・教育関係法人について役職員の身分を非公務員化 

⇒ 約 8,300 人が今回の見直しで新たに非公務員化 

 

  ◇非公務員化する職員数の内訳： 

文部科学省 約 1,300 人 

農林水産省 約 5,600 人 

国土交通省 約 1,200 人 

厚生労働省 約   100 人 



 

３ 事務・事業の廃止、重点化、民間移管等 

 

文部科学省 

＜国立オリンピック記念青少年総合センター、国立青年の家、国立少年自然の家＞ 

 ・ 公立施設等での普及状況を踏まえ不要な事業は廃止 

 ・ 施設設備の維持・管理業務等を原則民間委託 

 ・ 再構築した事業の実施状況等を踏まえ地方 27 施設の必要な整理合

理化を実施 

 

＜国立女性教育会館＞ 

・ 男女共同参画社会形成に向け真に必要な事務・事業に特化・重点化 

・ 利用者ニーズに応じた受入事業を実施し、全国的な利用を促進 

 

農林水産省 

＜さけ・ます資源管理センター＞ 

  ・ 資源増大目的のさけ類・ます類ふ化放流事業を民間に移行 

 

＜農業・生物系特定産業技術研究機構＞ 

  ・ 全国 32 か所の地方組織の事務・事業について、小規模研究単位

の再編等の見直し 

  ・ 民間研究促進のための融資業務を廃止 

 

経済産業省 

＜日本貿易保険＞ 

  ・ 事実上独占である貿易保険事業において、リスクの小さい分野は

民間に開放 

 

＜産業技術総合研究所＞ 

  ・ 政策に連動した研究開発に重点化 

  ・ 各研究ユニットを厳正に評価し、改廃を含めた見直し 

 

＜製品評価技術基盤機構＞ 

  ・ 計量法に基づく特定標準物質の維持・管理業務を廃止 

  ・ 外部委託を促進した上、要員等を有効活用 

 

国土交通省 

＜海技大学校、海員学校＞ 

・ 船員再教育事業及び船員養成事業の入学定員を需要動向を踏まえた適

切な規模へスリム化の方向 

 




